
地域医療を担う公立病院の存続支援を求める意見書

少子高齢化や過疎化が進む地方においては、医療資源が乏しい中、不採算部
門であるにもかかわらず、永年にわたって公立の病院・診療所が地域の医療を
担い、地方に暮らす国民の生命と健康を守ってきた。
しかし、平成１６年度の新臨床研修制度の導入によって、それまで頼りとし
てきた大学病院の医師派遣機能が低下し、極端な医師不足となって地方の中核
的な公立病院の経営を直撃し、廃院に追い込まれる事態も生じている。
このため、総務省においては、平成１９年１２月に「公立病院改革ガイドラ
イン」を策定し、すべての公立病院に平成２０年度中の「改革プラン」作成を
求めているが、経営の効率化を主眼とする対症療法的な対策だけでは、真に必
要とされる「安心・安全な医療」を安定的に確保していくことは難しい。そこ
で、不足する医師をはじめ看護師や薬剤師等医療従事者の十分な数と質を確保
するとともに、その偏在を是正するための抜本的な国策の実行と、公立病院の
存続に努力する地方自治体への支援の実施が強く望まれるところである。
７月２９日、政府は社会保障の機能強化のための緊急対策「５つの安心プラ
ン」を取りまとめ、医師養成数を過去最大程度まで増員させるための具体的な
方策や救急・産科・小児科医療の確保のための医師への直接的な財政支援など
を検討するとともに、今年度中に新しい医師養成のあり方を検討すると報告さ
れたが、国におかれては、その着実な実現を図るとともに、次の事項について
特段の措置を講じられるよう強く要望する。

記

１ 病院・診療所の管理者となる要件に医師不足地域における一定期間の診療
経験を付加するなど、医師のへき地等勤務促進策を実施すること。

２ 研修医を各都道府県に満遍なく配置するための、新臨床研修制度の見直し
における定員調整の仕組みを創設すること。

３ 不採算部門への診療報酬面での支援を行うこと。

４ 公立病院支援のための行政需要を的確に地方交付税算定に反映すること。

５ 女性医師をはじめとする勤務医や看護職員等の勤務環境・労働条件の改善
に向けた積極的な対策を実施すること。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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